
　※保育士養成施設…都道府県知事の指定する保育士を養成する学校その他の施設

1 貸付けの対象となる方

※

2 借入申込手続き

在学する養成施設を通じて申し込んでください。（養成施設の長の推薦が必要です。）

◆ 県内の養成施設

・和歌山信愛大学教育学部子ども教育学科（和歌山市）

・和歌山信愛女子短期大学保育科（和歌山市）

※その他、県外の養成施設である近畿大学九州短期大学との併修により貸付が可能な施設　　　

・大原情報医療保育専門学校和歌山校（和歌山市）

＜令和６年度募集内容＞

※

※ 　貸付審査等がありますので、すべての方に貸付けを行えるわけではありません。

3 貸付限度額

① 修学資金 以内
※

貸付額の例） ２年課程の場合 ５０，０００円 × ２４か月 ＝ １，２００，０００円

３年課程の場合 ３３，３３３円 × ３６か月 ＝ １，１９９，９８８円

４年課程の場合 ２５，０００円 × ４８か月 ＝ １，２００，０００円

② 入学準備金 以内 ※ 令和５年度以前の入学生は対象外です。

③ 就職準備金 以内
④ 生活費加算 ※

　

令和6年5月23日～7月18日

申込みできる方 申請方法 借りられる資金 養成施設卒業 貸付金の
返還

　保育士養成
施設に在学す
る学生

　養成施設
を通じて申
込む

保育士登録
↓

県内の保育所等で業務
に従事（５年間継続して）

返還免除

（「1」参照） （「２」参照） （「３」参照） （「４」参照）

保育士を目指す方へ
令和6年5月

社会福祉法人　和歌山県社会福祉協議会

保育士修学資金貸付のご案内
― 資格を取得して、和歌山県内の保育所等で５年間継続して従事すると、貸付金の返還は免除となります。―

200,000円 （初回のみ）

　修学資金・月
額５万円以内
など。

　養成施設を通じて、和歌山県社会福祉協議会に7月18日締切（必着）です。なお、養成施設へは、別途養成施
設が定める期日までに提出してください。

　保育士養成施設（以下「養成施設」という。）に修学するための資金を貸し付ける制度です。
　養成施設を卒業後、保育士として、和歌山県内の保育所等で業務（以下「対象業務」という。）に、５年
間継続して従事した場合、返還が免除となります。

　養成施設に在学し、卒業後、保育士として和歌山県内の保育所等で対象業務に従事する意思があ
る方

募集期間 募集人数

　和歌山県内に住民登録をしている方、または在学前まで和歌山県に住民登録をしていて養成施設への修学の
ため転居した方のいずれかに限ります。この場合、県外の養成施設に在学する方も対象となります。

令和６年度在学生

対象

120名程度

貸付期間は修学期間とし、２年間を限度とします。ただし、正規の修学期間が2年間を超える養
成施設に在学している場合は、貸付金額が2年間に相当する金額の範囲内であれば正規の修
学期間を貸付期間とすることができます。

月額　50,000円

200,000円 （最終回のみ）
　生活保護世帯またはこれに準ずる世帯（別途要件があります。）に属する方は、別途定める
加算額の借入れを申込むことができます。生活保護世帯の場合は、福祉事務所の担当ケース
ワーカーにも予めご相談ください。

令和６年度



4 返還免除

（１） 次のすべての要件を満たすと、返還は免除となります。

① 　養成施設卒業の日から１年以内に保育士として登録

② 　和歌山県内の保育所等に就職

③ 　対象業務に５年間継続して従事
※ 　従事期間は、保育士の登録日と対象業務に従事した日のいずれか遅い日の属する月から算定します。

※ 　「５年」は、在職期間が１，８２５日以上であり、かつ、業務従事期間が９００日以上とします。
※

※ 　従事期間が５年に満たない場合でも、返還の一部が免除となる場合があります。

（２）上記４の（１）の要件に該当しない場合は、貸付金を返還していただきます。

◆ 貸付金の返還

　次のいずれかに該当する場合は、貸付金を返還していただきます。

① 　貸付契約が解除されたとき
②

③ 　和歌山県内において保育士として対象業務に従事する意思がなくなったとき
④

5 その他、条件等

　貸付利子は、無利子です。 ※ ただし、返還計画より遅れると延滞利子（年３％）がかかります。

　貸付期間は、養成施設に在学する期間 （正規の修学期間）です。

　借入申込みにあたり、連帯保証人が必要です（要件等は次のとおり）。

・ 　借入申込者の養成施設への修学、卒業後の就職及び就労継続を支援する熱意を有すること

6 借入申込みに必要な書類

1 借入申込書（様式１－１）
2 同意書（様式２）
3 住民票（世帯全員、記載事項省略なし。個人番号不要）（注１）

4

（中高年離職者の場合）

雇用保険被保険者離職証明書
離職先の会社等による離職証明書等

生活保護受給証明書

7 同意書（様式２）
8 住民票（世帯全員、記載事項省略なし。個人番号不要）
9 所得証明書　※源泉徴収票不可

※ 　これら以外にも、必要に応じて書類の提出を求める場合があります。

◆問合せ先
社会福祉法人和歌山県社会福祉協議会 地域福祉部　生活資金班 TEL 073-435-5223

〒640-8545 和歌山市手平二丁目１－２ 和歌山ビッグ愛７階
ホームページ https://www.wakayama-wel.jp/

　養成施設を退学した場合や、卒業後、対象業務に従事しない場合や従事期間が５年に満たないで退職する場
合などは返還免除になりません。

　養成施設を卒業した日から１年以内に保育士登録簿に登録せず、または和歌山県内において保
育士として対象業務に従事しなかったとき

　対象業務以外の事由により死亡し、または心身の故障により和歌山県内において対象業務に従
事できなくなったとき

　なお、「令和５年分」の提出をお願いします。

　以下の書類を、封筒に入れて、在学する養成施設に提出してください。
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6

（生活費加算の貸付けを申請する場合）
該
当
す

る
も
の

一
つ 市町村民税の非課税、減免、国民年金掛金の減免、国民健康保険料の減免等、事実を証明する書類

（注１） 　養成施設への修学にあたり借入申込者が住民票を移動した場合等は、移動前（出身世帯）及び移動後（現住所）
の住民票の両方を提出してください。

（注２） 　養成施設への修学にあたり借入申込者が住民票を移動した場合等は、出身世帯の世帯員で収入がある方全員分の
所得証明書を提出してください。

所得証明書（借入申込者が属する世帯（または出身世帯）で収入がある方全員のもの）（注２）※源泉徴収票不可

https://www.wakayama-wel.jp/

